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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第98期
第３四半期
累計期間

第99期
第３四半期
累計期間

第98期

会計期間

(自 2018年
 ４月１日
至 2018年
 12月31日)

(自 2019年
 ４月１日
至 2019年
 12月31日)

(自 2018年
 ４月１日
至 2019年
 ３月31日)

経常収益 百万円 7,471 7,010 9,875

経常利益 百万円 913 657 790

四半期純利益 百万円 566 471 ―

当期純利益 百万円 ― ― 479

持分法を適用した場合の
投資利益

百万円 ― ― ―

資本金 百万円 2,500 2,500 2,500

発行済株式総数 千株 2,737 2,737 2,737

純資産額 百万円 28,042 27,427 27,777

総資産額 百万円 540,873 516,370 530,093

１株当たり四半期純利益 円 209.04 174.07 ―

１株当たり当期純利益 円 ― ― 176.94

潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益

円 ― ― ―

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

円 ― ― ―

１株当たり配当額 円 25.00 25.00 50.00

自己資本比率 ％ 5.18 5.31 5.24
 

　

回次
第98期
第３四半期
会計期間

第99期
第３四半期
会計期間

会計期間

(自 2018年
10月１日

至 2018年
12月31日)

(自 2019年
10月１日

至 2019年
12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 101.85 70.35
 

(注) １．当行は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間等にかかる主要な経営指標等の
推移については記載しておりません。
２．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
３．当行は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」の記載はしておりません。
４．「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜
在株式がないため記載しておりません。

５．「自己資本比率」は、(四半期)期末純資産の部合計を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しておりま

す。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当行が営む事業の内容については、重要な変更はありません。また、関係会社に

ついては、該当ありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の分析

当第３四半期累計期間の経営成績につきましては、経常収益は、資金運用収益やその他経常収益の減少等を主因

に前年同期比４億６１百万円減少し７０億１０百万円となりました。

一方、経常費用は、与信関係費用の減少等によるその他経常費用の減少を主因に前年同期比２億５百万円減少し

６３億５３百万円となりました。

その結果、経常利益は前年同期比２億５６百万円減少の６億５７百万円となり、四半期純利益につきましても、

前年同期比９５百万円減少の４億７１百万円となりました。

② 財政状態の分析

（資産、負債および純資産の状況）

当第３四半期末における財政状態につきましては、総資産は、前事業年度末比１３７億２３百万円減少して５，

１６３億７０百万円となり、負債は、前事業年度末比１３３億７３百万円減少して４，８８９億４３百万円となり

ました。また、純資産につきましては、前事業年度末比３億５０百万円減少して２７４億２７百万円となりまし

た。

（主要勘定の状況）

主要勘定残高につきましては、預金及び譲渡性預金は、前事業年度末比７９億２７百万円増加して４，８４６億

９５百万円となりました。貸出金につきましては、前事業年度末比５５億８百万円減少して３，７０９億１２百万

円となりました。また、有価証券につきましては、前事業年度末比６７億３１百万円減少して７７０億７９百万円

となりました。

なお、当行は銀行業の単一セグメントであるため、セグメントの業績は記載しておりません。
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国内・国際業務部門別収支

(経営成績説明)

国内業務部門では、資金運用収支は5,729百万円、役務取引等収支は76百万円、その他業務収支は0百万円とな

り、国際業務部門では、資金運用収支は11百万円、役務取引等収支は2百万円、その他業務収支は1百万円となりま

した。

合計では、資金運用収支は5,741百万円、役務取引等収支は78百万円、その他業務収支は1百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期累計期間 5,891 6 5,897

当第３四半期累計期間 5,729 11 5,741

  うち資金運用収益
前第３四半期累計期間 6,073 7

1
 6,080

当第３四半期累計期間 5,902 13
2

5,913

  うち資金調達費用
前第３四半期累計期間 182 1

1
 182

当第３四半期累計期間 172 2
2
172

役務取引等収支
前第３四半期累計期間 0 2 2

当第３四半期累計期間 76 2 78

  うち役務取引等収益
前第３四半期累計期間 760 3 764

当第３四半期累計期間 770 3 773

  うち役務取引等費用
前第３四半期累計期間 760 1 761

当第３四半期累計期間 693 1 695

その他業務収支
前第３四半期累計期間 0 3 3

当第３四半期累計期間 0 1 1

  うちその他業務収益
前第３四半期累計期間  0 3 3

当第３四半期累計期間 0 1 1

  うちその他業務費用
前第３四半期累計期間 ― ― ―

当第３四半期累計期間 ― ― ―
 

(注) １．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

(経営成績説明)

役務取引等収益は、773百万円となりました。

役務取引等費用は、695百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期累計期間  760  3 764

当第３四半期累計期間 770 3 773

  うち預金・貸出業務
前第３四半期累計期間  89 ―  89

当第３四半期累計期間 88 ― 88

  うち為替業務
前第３四半期累計期間  261  3  264

当第３四半期累計期間 262 3 265

  うち証券関連業務
前第３四半期累計期間  105  ―  105

当第３四半期累計期間 127 ― 127

  うち代理業務
前第３四半期累計期間  56  ―  56

当第３四半期累計期間 52 ― 52

  うち保護預り
貸金庫業務

前第３四半期累計期間  22  ―  22

当第３四半期累計期間 22 ― 22

  うち保証業務
前第３四半期累計期間 1 ― 1

当第３四半期累計期間 1 ― 1

役務取引等費用
前第３四半期累計期間  760  1  761

当第３四半期累計期間 693 1 695

  うち為替業務
前第３四半期累計期間  59  1  61

当第３四半期累計期間 51 1 53
 

(注)  国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期会計期間  478,775  61  478,837

当第３四半期会計期間 482,976 71 483,048

  うち流動性預金
前第３四半期会計期間  199,932  56  199,989

当第３四半期会計期間 209,484 70 209,554

  うち定期性預金
前第３四半期会計期間  276,556  5  276,561

当第３四半期会計期間 271,699 1 271,701

  うちその他
前第３四半期会計期間  2,286  ―  2,286

当第３四半期会計期間 1,792 ― 1,792

譲渡性預金
前第３四半期会計期間  8,384  ―  8,384

当第３四半期会計期間 1,646 ― 1,646

総合計
前第３四半期会計期間  487,160  61  487,222

当第３四半期会計期間 484,623 71 484,695
 

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

 

業種別
前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内業務部門  373,600 100.00 370,912 100.00

  製造業  16,057  4.30 15,454 4.17

  農業，林業  411  0.11 369 0.10

  漁業  2  0.00 6 0.00

  鉱業，採石業，砂利採取業  1,668  0.45 1,518 0.41

  建設業  47,618  12.75 48,390 13.05

  電気・ガス・熱供給・水道業  5,763  1.54 5,281 1.42

  情報通信業  2,108  0.56 2,067 0.56

  運輸業，郵便業  9,911  2.65 9,534 2.57

  卸売業，小売業  40,749  10.91 39,461 10.64

  金融業，保険業  8,064  2.16 7,358 1.98

  不動産業，物品賃貸業  85,009  22.75 89,129 24.03

  各種サービス業  53,022  14.19 53,171 14.34

  地方公共団体  19,612  5.25 20,229 5.45

  その他  83,598  22.38 78,939 21.28

国際業務部門  ―  ― ― ―

  製造業  ―  ― ― ―

  農業，林業  ―  ― ― ―

  漁業  ―  ― ― ―

  鉱業，採石業，砂利採取業  ―  ― ― ―

  建設業  ―  ― ― ―

  電気・ガス・熱供給・水道業  ―  ― ― ―

  情報通信業  ―  ― ― ―

  運輸業，郵便業  ―  ― ― ―

  卸売業，小売業  ―  ― ― ―

  金融業，保険業  ―  ― ― ―

  不動産業，物品賃貸業  ―  ― ― ―

  各種サービス業  ―  ― ― ―

  地方公共団体  ―  ― ― ―

  その他  ―  ― ― ―

合計 373,600 ―― 370,912 ――
 

(注)  国内業務部門は国内店の円建取引であります。国際業務部門は国内店の外貨建取引で、該当はありません。

 

(2) 経営方針・経営戦略等、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第３四半期累計期間において、当行の経営方針・経営戦略等、経営上の目標の達成状況を判断するための

客観的な指標等に重要な変更はありません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当行が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

第１回Ａ種優先株式 1,000,000

第２回Ａ種優先株式 1,000,000

計 8,000,000
 

（注）「計」欄には定款で定める発行可能株式総数を記載しており、発行可能種類株式総数の合計とは一致しており

ません。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,737,160 2,737,160 福岡証券取引所

権利内容に何ら限定のない
当行における標準となる株
式で、単元株式数は100株で
あります。

計 2,737,160 2,737,160 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。  

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2019年10月１日～
2019年12月31日

 ― 2,737 ― 2,500 ― 1,203

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,704,300
 

27,043 ―

単元未満株式 普通株式 22,260
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 2,737,160 ― ―

総株主の議決権 ― 27,043 ―
 

(注) １. 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式18,400株（議決

権の数184個）及び株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれております。

２．「単元未満株式」には、当行所有の自己株式31株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社福岡中央銀行

福岡市中央区大名二丁目
12番１号

10,600 ― 10,600 0.38

計 ― 10,600 ― 10,600 0.38
 

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式18,400株は、上記自己保有株式に含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．当行の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

63号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(自2019年10月１日 至2019

年12月31日)及び第３四半期累計期間(自2019年４月１日 至2019年12月31日)に係る四半期財務諸表について、EY

新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。

 

３．当行は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 52,990 50,015

 有価証券 83,810 77,079

 貸出金 ※1  376,420 ※1  370,912

 外国為替 190 1,329

 その他資産 4,949 4,949

 有形固定資産 13,563 13,851

 無形固定資産 771 690

 前払年金費用 1,771 1,879

 支払承諾見返 215 247

 貸倒引当金 △4,589 △4,585

 資産の部合計 530,093 516,370

負債の部   

 預金 462,064 483,048

 譲渡性預金 14,703 1,646

 債券貸借取引受入担保金 20,681 -

 その他負債 2,102 1,901

 役員退職慰労引当金 228 -

 役員株式給付引当金 - 8

 睡眠預金払戻損失引当金 151 129

 繰延税金負債 289 82

 再評価に係る繰延税金負債 1,878 1,878

 支払承諾 215 247

 負債の部合計 502,316 488,943

純資産の部   

 資本金 2,500 2,500

 資本剰余金 1,203 1,203

 利益剰余金 17,445 17,781

 自己株式 △126 △127

 株主資本合計 21,023 21,357

 その他有価証券評価差額金 2,500 1,815

 土地再評価差額金 4,253 4,253

 評価・換算差額等合計 6,754 6,069

 純資産の部合計 27,777 27,427

負債及び純資産の部合計 530,093 516,370
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

経常収益 7,471 7,010

 資金運用収益 6,080 5,913

  （うち貸出金利息） 5,153 5,035

  （うち有価証券利息配当金） 910 861

 役務取引等収益 764 773

 その他業務収益 3 1

 その他経常収益 623 321

経常費用 6,558 6,353

 資金調達費用 182 172

  （うち預金利息） 180 171

 役務取引等費用 761 695

 営業経費 4,852 4,940

 その他経常費用 ※1  761 ※1  544

経常利益 913 657

特別損失 4 0

 固定資産処分損 4 0

税引前四半期純利益 909 656

法人税、住民税及び事業税 297 12

法人税等調整額 45 172

法人税等合計 343 184

四半期純利益 566 471
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【注記事項】

 （追加情報）

（株式報酬制度の導入について）

中間会計期間より、当行の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）及び執行役員（取締役

と併せて、以下「取締役等」という。）を対象に、当行の中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を

高めることを目的とし、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託による株式報酬制度を導入しておりま

す。

1．取引の概要

当行が定める株式交付規程に基づき、取締役等に対し役位に応じてポイントを付与し、そのポイントに応じた

当行株式及びその換価処分金相当額の金銭を退任時に信託を通じて交付及び給付します。

2．信託が保有する当行の株式に関する事項

(1)信託が保有する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。

(2)信託における帳簿価額は65百万円、株式数は18千株であります。

 
（第三者割当による第１回Ａ種優先株式の発行）

当行は、2019年11月26日開催の取締役会において、第三者割当による第１回Ａ種優先株式の発行を決議いたし

ました。

1．第１回Ａ種優先株式の概要

(1)募集株式の種類　　　　　　　　株式会社福岡中央銀行第１回Ａ種優先株式

(2)募集株式の数　　　　　　　　　300,000 株

(3)募集株式の払込金額　　　　　　１株につき 10,000 円（総額金 3,000,000,000 円）

(4)増加する資本金の額　　　　　　１株につき 5,000 円（総額金 1,500,000,000 円）

(5)増加する資本準備金の額　　　　１株につき 5,000 円（総額金 1,500,000,000 円）

(6)発行方法　　　　　　　　　　　第三者割当の方法による

(7)申込期間　　　　　　　　　　　2020 年２月14 日（金）から2020 年３月９日（月）まで

(8)払込期日　　　　　　　　　　　2020 年３月10 日（火）

2．調達する資金の具体的な使途

 第１回Ａ種優先株式の発行により調達した差引手取概算額2,935,000,000円については、払込期日以降に運転

資金として主に福岡県内の一般事業先への貸出金に充当する予定です。

 
(四半期貸借対照表関係)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2019年12月31日)

破綻先債権額 370百万円 555百万円

延滞債権額 12,166百万円 11,841百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 2,178百万円 2,267百万円

合計額 14,715百万円 14,664百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期損益計算書関係) 

※１. その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

貸倒引当金繰入額 509百万円 106百万円

株式等償却 ―百万円 217百万円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年12月31日)

減価償却費 274百万円 379百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式  67 25.00 2018年３月31日 2018年６月29日
その他
利益剰余金

2018年11月21日
取締役会

普通株式  67  25.00 2018年９月30日 2018年12月５日
その他
利益剰余金

 

 
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 67 25.00 2019年３月31日 2019年６月28日
その他
利益剰余金

2019年11月26日
取締役会

普通株式 68 25.00 2019年９月30日 2019年12月５日
その他
利益剰余金

 

(注) 配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配当金０百万円が含まれております。

 
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

※１．会社の事業の運営において重要なものであることから記載しております。

※２．四半期貸借対照表の「有価証券」を記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

　　該当事項はありません。

 
２．その他有価証券

前事業年度(2019年３月31日)

 

 取得原価(百万円)
貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 5,779 7,595 1,816

債券 62,142 63,805 1,662

  国債 41,616 42,953 1,337

  地方債 3,561 3,604 42

  社債 16,964 17,247 283

その他 11,191 11,382 191

合計 79,113 82,783 3,670
 

 

当第３四半期会計期間(2019年12月31日)

 

 取得原価(百万円)
四半期貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 5,626 6,916 1,289

債券 53,249 54,361 1,111

  国債 31,607 32,486 879

  地方債 3,972 4,001 28

  社債 17,670 17,873 202

その他 14,429 14,635 205

合計 73,306 75,912 2,606
 

(注)１．上表には、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は含めておりません。

　　２．その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価ま

で回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期貸借対照表計上額(貸借

対照表計上額)とするとともに、評価差額を当第３四半期累計期間(事業年度)の損失として処理(以下、「減

損処理」という。)しております。

前事業年度における減損処理額はありません。

当第３四半期累計期間における減損処理額は、株式217百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、発行会社の信用リスク(自己査定における債

務者区分、外部格付等)、過去の一定期間における時価の推移等を勘案した基準により行っております。
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(持分法損益等)

関連会社がないため記載しておりません。

 

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

  
前第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

１株当たり四半期純利益  円  209.04 174.07

（算定上の基礎）    

 四半期純利益 百万円  566 471

  普通株主に帰属しない
  金額

百万円  ― ―

 普通株式に係る
 四半期純利益

百万円  566 471

  普通株式の
  期中平均株式数

千株  2,708 2,708
 

(注) １．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式は、１株当た

りの四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含まれております。控除

した当該自己株式の期中平均株式数は９千株であります。なお、前第３四半期累計期間については該当あ

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

中間配当

2019年11月26日開催の取締役会において、第99期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金総額                             68百万円

１株当たりの中間配当金                   　25円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日     2019年12月５日

(注) 中間配当金額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配当金０百万円が含まれており

ます。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年２月10日

株式会社福岡中央銀行

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 藤   井   義   博 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊 加 井   真 弓 ㊞

 

 

    
 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福岡中

央銀行の2019年４月１日から2020年３月31日までの第99期事業年度の第３四半期会計期間(2019年10月１日から2019年12

月31日まで)及び第３四半期累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福岡中央銀行の2019年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

   ２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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